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地域療養の神奈川モデル
本来は入院が必要な自宅療養（入院待機）者のモニタリングが原則

そもそも在宅医療、訪問看護は不要不急で制限や延長が可能なものではない！

＊副次的には、自宅療養中の症状悪化に対する処方、不安などへのサポートも含む

①保健所が自宅療養者をリストアップ

②訪問看護事業者が電話で健康観察⇒必要に応じて訪問看護

③医師が訪問看護事業者から状態の報告を受けて指示

⇒内服薬の処方、酸素療法導入の判断、療養終了の可否判断 etc.

状況に応じて電話、オンライン、往診対応

看護も別地域から応援するか、専従にするか、時間で分けるかなど

在宅専門医が中心のスタイル、基幹病院中心、保健所中心など

従来の地域医療力によって対応方法はさまざま（一律ではない）
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神奈川モデル 進化の秘訣

①県がトップに災害医療専門の現役医師を据えた点

②医師が臨床症状から入院が必要と判断した患者に治療対象を絞り、

病床を有効活用した点（隔離の観点で全員入院させていたら第3波で破綻）

③県の動きに医師会、病院協会が協調した点 （知事との合同記者会見、

何十回と意見交換会、何十回とWEB会議を実施）

④地域医療構想調整会議のプラットフォームを活用した点

従来、少ない医療従事者で効率的に病床運用する土壌があった

→多くの医療関係者が協力する体制が構築された
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各病院の最新病床数が可視化される⇒納得と共感
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神奈川モデルは一日にしてならず

①県と県医師会の協議 36回 1990分 月2－3回

検査体制、発熱診療機関、ワクチン、ステロイド処方 etc.

②コロナ対策地域医療構想調整会議（2回×8構想地域） 16回 延べ335人参加

③郡市会長会 毎月1回 60~90分

④神奈川県感染症対策協議会 R2年度10回 R3年度7回（～現在）開催

⑤神奈川モデル協力医療機関連絡会議 毎月1回前後

⑥神奈川県病院協会 新型コロナウイルス対策会議 現在まで20回開催

⑦神奈川県 COVID-19臨床懇談会 現在までに8回開催

→多くの医療関係者が情報を迅速に共有でき、総力戦のムードが醸成された
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国にお願いしたい事
①国民への適時適切な情報発信と、厳格な水際対策をお願いします

withコロナとゼロコロナの違い 共感、寛容な世論の醸成

②現場で直面している課題や疑問へ、全国一律での対応をお願いします

お金の問題（空床補償＜対応評価） 法律の問題（いつまで二類？隔離期間・公費・足）

ワクチンや発熱診療医療機関予約システムの統合 前向き大規模調査・研究

③トップダウンで型にはめようとしないようお願いします

医療提供体制の確保はそれぞれの地域の結論を優先、ボトムアップ支援でお願いします

法的強制力で何かをさせる事（とくに病床数の確保）は逆効果です

地域によっては病床数を増やす前に、対応力を向上させる余地があるはずです
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第六波に備えて

災害級・非常時レベルになると神奈川モデルでは対応不能

自宅放置を避け死亡者を減らす為には地域医療力のさらなる向上が必要

⇒市・二次医療圏レベルでのキャパシティの限界把握（第五波の総括）

平時（withコロナ）の自宅療養支援体制、陽性者外来の構築と臨時医療施設の検討

非常時の避難所（緊急酸素センター）etc. ⇒誰がやるのか、応援するのか具体に決めておく

①地域で必要なプレイヤーによる「協議」と、自分達が最後の砦という「覚悟」が必要

100点である必要はなく70点でいいから、とにかくやれる所から始める

医療団体（医師会、病院協会、基幹病院等）と地元行政（首長、市役所、保健所）プラス・・

②入院病床の確保に拘泥せず、地域を面で支える医療提供体制の構築

地域医療構想による病院間の役割分担を進める事

在宅医療、訪問看護、介護施設も含めた地域包括ケア連携システムの推進を図る事
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地域医療力の参考指標
医師会長のリーダーシップ

会員への発信頻度 （情報提供だけでなく、医師会としての方針説明）

病院協会トップ、基幹病院トップとの連絡頻度

首長とのホットライン、保健所長、行政との連絡頻度

従来からの地域包括ケアシステムの深まり

在宅を行っている医療機関の数、訪問看護ステーションの数

従来からの多職種連携の集まり

行政の自主性

地元を救うのは地元行政の皆様です
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さいごに
多くの医療従事者が

コロナ禍を自分事と考えて

最前線で戦う医療従事者の困難な状況を共有し、

行動自粛してくださる国民に感謝し、

総力戦・ワンチーム・全員野球の一員と自覚して

自分に出来る事を少しでもやっていく、増やしていく

⇒ コロナをコントロールした日常が取り戻せるはず
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